
（平成２５年７月３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 5 件



九州（鹿児島）厚生年金 事案 4720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 46 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年７月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 46 年４月１日から 50 年 10 月 15 日まで継続してＡ社に勤務

し、その間厚生年金保険料が給与から控除されていたので、申立期間を、

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答及び同社が提出した退職者一覧から判断すると、申立人は、昭

和 46年４月１日から 50年 10月 15日までの期間において、同社に継続して勤

務し（Ａ社本社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、オンライン記録により、申立人と同様にＡ社本

社から同社Ｃ事業所に異動していることが確認できる同僚に係る「労働者記録

名簿」の記録から判断すると、昭和 46年７月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の、昭和 46 年８月のＡ

社Ｃ事業所に係る社会保険事務所(当時)の記録から、６万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、納付を確認できる関連資料を保管していないため

不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年７月から 51年 12月までの期間及び 54年４月から 59年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年７月から 51年 12月まで 

         ② 昭和 54年４月から 59年６月まで 

申立期間①について、私は昭和 49 年 12 月頃にＡ市Ｂ町にあったＡ市役

所で国民年金の加入手続を行った。国民年金保険料をどこでどのように納
お ぼ

付したかは全く 憶 えていないが、婚姻期間中は保険料を納付したはずで

あるので、申立期間①のうち 50 年７月から同年 11 月までの期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

また、申立期間①のうち昭和 50 年 12 月から 51 年 12 月までの期間につ

いても国民年金に加入し保険料を納付していたが、当該期間が国民年金に

未加入とされていることに納得できない。 

申立期間②の保険料は、Ａ市役所の国民年金課の窓口で納付した。領収
お ぼ

書を渡されたかどうかは 憶 えておらず、担当者の氏名もはっきりしない
お ぼ

ものの、顔は 憶 えているので、申立期間②の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

両申立期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の

国民年金手帳記号番号は、婚姻期間中の昭和 49 年 12 月にＣ町（現在は、

Ｄ町）で払い出され、申立人に係る特殊台帳によると、国民年金被保険者

資格の最初の取得日は、同年同月 26 日と記載されており、同年同月から

50 年６月までの７か月間の保険料は納付済みとされ、同年 12 月 20 日付け

で被保険者資格を喪失していることが確認できるところ、申立期間①のう

  



ち、同年 12月から 51 年 12月までの期間については、申立人が国民年金に

加入していたことを確認できる資料等は無く、当該期間は未加入期間であ

り、保険料を納付できなかったものと判断される。 

  また、申立人は、国民年金の加入手続を昭和 49 年 12 月にＡ市役所で

行ったと主張しているが、今回、Ａ市から入手した住民票によると、申立

人の住所は、51 年９月 10 日までＣ町にあったことが確認できることから、

制度上、住所の無いＡ市役所で加入手続を行うことはできない上、申立人

は申立期間①の国民年金保険料を、どこでどのように納付したかは全く
お ぼ

憶 えていないとしており、具体的な納付状況について確認することができ

ない。 

２ 申立期間②については、申立人の基礎年金番号となっている記号番号は、

国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 59 年 12 月にＡ市で払い出され

ていることが確認できる。 

また、昭和 59年 11 月 28日に作成された申立人に係るＡ市の国民年金被

保険者名簿には「職適」の印が押されており、当該名簿の作成時点までＡ

市において国民年金に未加入だった申立人が、職権適用によって、その直

前に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した 54 年４月 13 日に遡って国民

年金の被保険者資格を取得していることが確認できる。このため、当該職

権適用が行われるまでは申立期間②は国民年金の未加入期間として取り扱

われており、当該期間の保険料を納付できなかったものと判断される。 

 

３ 申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 

 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2664 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年２月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年２月から 55年３月まで 

昭和 52 年 10 月頃、Ａ市Ｂ区国民年金担当課の職員から国民年金に加入

するよう頻繁に電話があり、加入した時点から国民年金保険料を納付して

も満額の年金は受給できないので、20 歳まで遡っての一括払いを勧められ、

自宅に集金に来てもらい納付した。申立期間が未加入期間及び未納期間と

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年 10 月頃、Ａ市Ｂ区国民年金担当課の職員から、一括

払納付を勧められたので、自宅に集金に来てもらい納付したと主張している。 

しかしながら、Ａ市Ｂ区の国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年８月 19 日に払い出されていることが確

認できる上、申立人に係る同区の国民年金被保険者名簿により、当該記号番

号の払出時点において、52 年 10 月 28 日に遡って強制加入の被保険者資格を

取得していることが確認できる。 

また、申立期間当時、申立人に対して別の記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立人の記号番号が払い出

される時点までは、申立人は国民年金には未加入であり、保険料を納付する

ことはできず、当該記号番号が払い出された時点においても、申立期間のう

ち、昭和 43 年２月から 53 年６月までの期間については、時効により遡って

保険料を納付することはできなかったと判断される。 

さらに、申立人は申立期間の保険料を一括して納付したと申し立てている

ものの、申立人が保険料を納付したとする昭和 52 年 10 月は、第２回特例納

付（昭和 49 年１月から 50 年 12 月までの期間に実施）及び第３回特例納付

  



（昭和 53 年７月から 55 年６月までの期間に実施）のいずれの実施期間にも

該当しない。 

加えて、Ａ市は、昭和 49 年３月から納付書による納付方式を導入してお

り、同市の職員は現金による納付手続を行わないことから、納付指導のため

に被保険者の自宅を訪問した場合でも、保険料の免除を希望する者に、その

場で免除申請書に記載してもらう程度であり、国庫金である過年度保険料を

市が収納することは無かったと回答している。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年１月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年１月から 50年３月まで 

   私は、20 歳の誕生日の１日前に、父から、国民の義務だから国民年金の

加入手続をしてきたと言われた。申立期間当時は両親が経営する事業所で

働いており、父が当該事業所を訪れる集金人を通じて国民年金保険料を納

付していた。父は、私の姉と従業員の分も含め納付していたはずなので、

申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時は両親が経営する事業所で働いており、父親が当

該事業所を訪れる集金人を通じて国民年金保険料を納付していたと主張してい

るところ、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番

号は、昭和 50 年 11 月 25 日に申立人の姉と連番で払い出されており、それ以

前に別の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間の保険料は、申立人の記号番号が払い出された時点では過

年度保険料となるが、Ａ市は、過年度保険料については、集金人には原則とし

て取り扱わせていなかったと回答している。 

さらに、申立人は、その父親が申立人の姉と従業員の分も含めて保険料を

納付していたはずであると主張しているところ、オンライン記録では、申立人

の姉についても申立期間の保険料は未納とされている上、従業員については、

申立期間に国民年金の被保険者であったことが確認できない。 

加えて、申立期間の保険料を納付していたとする申立人の父親は、既に死

亡しており、申立人の保険料の納付状況が不明である上、申立人及びその父親

が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（日記、家計簿等）は

無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

私は、昭和 57 年４月時点で既に 20 歳になっており、私の母が国民の義

務だからと言って国民年金の加入手続をし、申立期間の保険料を納付して
お ぼ

くれていたことを 憶 えているので、申立期間を保険料の納付済期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年４月に、申立人の母親が国民年金の加入手続及び保険

料納付を行ったと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の記号番号に係る被保険者の国民年金加入状況から判断すると、申立人の記号

番号は 61 年３月に払い出されたことが推認でき、当該払出日において申立期

間のうち 57 年４月から 58 年 12 月までの期間については、時効により、保険

料を納付することができない期間である。 

また、申立人の国民年金被保険者名簿では、申立期間における保険料は未

納とされていることが確認できる上、申立人に別の記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人及びその母親が申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は保険料の納付に直接

関与しておらず、申立人の母親は高齢のため、申立期間の保険料の納付金額、

納付方法等に関する供述を得られない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2667 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 10 月から 52 年３月までの期間及び 59 年４月から 61 年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年 10月から 52年３月まで 

            ② 昭和 59年４月から 61年６月まで 

   申立期間①については、父親の事業を継ぐこととなり、私が元妻の分と合

わせて国民年金の加入手続を区役所出張所で行い、その後の国民年金保険料

も納付した。 

   また、申立期間②については、金融機関を通じて毎月納付しており、まと

めて納付したこともない。 

申立期間①及び②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿には「資

格得・申 52.12.9 届」と記載されており、申立人の国民年金の加入手続は、

昭和 52 年 12 月９日に行われたと考えられるところ、申立期間は未納と記

録されている。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の記号番号に係る被保険者

の国民年金加入状況から判断すると、申立人の記号番号は昭和 52 年 12 月

に払い出されていることが推認できることからみても、加入手続が行われ

たのは同年同月と考えられ、当該時点では、申立期間①のうち 47 年 10 月

から 50 年９月までの期間は、時効により保険料を納付することができない

期間である上、当該払出以前に、申立人に対して別の記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

    さらに、前述の払出時点では、申立期間のうち昭和 50 年 10 月から 52 年

３月までの保険料は、過年度保険料として納付が可能であるが、申立人は、

  



国民年金加入直後の保険料の納付方法や金額を記憶しておらず、当該期間

に係る保険料の納付状況等が不明である。 

２ 申立期間②について、前述の被保険者名簿には、「61.7～63.3 納 

63.9.29（TEL）発行」と記載されていることから、申立期間②直後の昭和

61 年７月から 63 年３月までの過年度保険料の納付書が 63 年９月 29 日に発

行された旨の記載が確認できるとともに、オンライン記録により、同年９月

30 日に、当該過年度保険料と同年４月から同年９月までの現年度保険料が

合わせて納付されていることが確認でき、その時点では、申立期間②は、時

効により国民年金保険料を納付することができない期間である。   

 

 ３ 申立人と連番で国民年金手帳記号番号の払出しを受けている申立人の元妻

の申立期間①及び②に係る保険料の納付記録は、申立人と同様に未納と

なっていることがオンライン記録により確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間①及び②の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①及び②

の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2668 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 12 月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 12月から 53年３月まで 

    国民年金保険料の納付記録を確認したところ、申立期間が国民年金の未加

入期間とされていることが分かった。当時、私の両親が、私の国民年金の

加入手続を行い、申立期間の保険料を納付していたと思うので、申立期間

が国民年金の未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、基礎年金番号制度が導入された平成９年以前の期間であり、国

民年金保険料を納付するためには、国民年金手帳記号番号が払い出されていな

ければならないところ、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録にお

いて、申立人に記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立期

間は国民年金に未加入の期間であり、申立人の両親は申立期間の保険料を納付

することはできなかったものと考えられる。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

申立期間に係る申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたと

する両親は既に死亡していることから、申立期間に係る国民年金の加入手続及

び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人及びその両親が、申立期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

  



九州（大分）厚生年金 事案 4721 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月１日から同年 10月１日まで 

Ａ社から交付された給料支払明細書に記載されている申立期間の給与支

給額を見ると、オンライン記録により確認できる標準報酬月額より高額と

なっている。 

申立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立期間に係る給料支払明細書により、総支給額に見合

う標準報酬月額は 24 万円であることが確認できるものの、厚生年金保険料の

控除額に見合う標準報酬月額は 22万円であることが確認できる。 

また、申立事業所において申立期間当時に社会保険事務を担当していた者

は、給料支払明細書の「厚生年金」欄の金額は、厚生年金基金保険料と厚生

年金保険料を合算した金額を記載していた旨供述しているところ、当該「厚

生年金」欄に記載された金額は、オンライン記録により確認できる標準報酬

月額（22 万円）を基に算出した厚生年金基金保険料と厚生年金保険料を合算

した金額と一致していることが確認できる。 

さらに、給料支払明細書に記載された「厚生年金」欄の金額に見合う標準

報酬月額は、申立事業所が加入していたＢ厚生年金基金が保管する申立人に

係る厚生年金基金加入員台帳に記載されている標準報酬月額及びオンライン

記録の標準報酬月額のいずれの記録とも一致している。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業

主による控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 4722（佐賀厚生年金事案 204、403、1240及び 1259

の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男(死亡) 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年７月１日から 45年 11月 30日まで 

昭和 23 年頃、従兄弟であるＡ社の申立期間当時の事業主に誘われて同社

の役員として勤務したが、社会保険庁（当時）の記録では、同社での厚生

年金保険の加入記録は無いとされている。このため、年金記録確認第三者

委員会に対し、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

いと４回にわたり申立てを行ったが、いずれも認められないとの決定通知

があり、納得できない。 

今回、新たな資料として、妹の証言書を提出し５回目の申立てを行うの

で、再度調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

      (注) 申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間に係る申立てについては、申立人及び当時の事業主は既に死亡

していること、申立てを行った申立人の妻の婚姻時期も申立期間後である

こと、Ａ社の当時の人事記録、賃金台帳等の資料が確認できないこと、及

び健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名の記載が無いことを

理由として、既に年金記録確認佐賀地方第三者委員会（当時。以下「佐賀

委員会」という。）の決定に基づき平成 20 年 11月 27日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

２ その後、申立人の妻は、Ａ社に勤務又は手伝いに行っていた申立人の弟

妹が、申立人の同社での勤務の実態を証言してくれるはずなので再調査を

行ってほしいとして再度申立てしたが、申立人の弟妹からは申立人の同社

  



における勤務実態や厚生年金保険料の控除等についての供述を得ることが

できない上、同社に勤務していたとされる申立人の弟についても、同社で

の厚生年金保険の加入記録を確認することができず、佐賀委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は認められないことから、平成 21 年７月 31

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

３ その後、申立人の妻は、新たな資料や証拠は無いものの、申立人がＡ社

に勤務するに当たって厚生年金保険に加入することを当時の事業主と約束

していたので、間違いなく同社に勤務し厚生年金保険に加入していたはず

であるという従来の主張を繰り返し主張するとともに、申立人が年金を受

給できるように制度を改正してほしい旨再度申し立てしたが、当該主張の

みでは、佐賀委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情とは認める

ことができないこと、また、年金制度の改正については、年金記録確認第

三者委員会における調査・審議の対象には当たらないとして、平成 24 年７

月６日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

４ さらに、その後、申立人の妻は、Ａ社の当時の事業主が申立人に送付し

た年賀はがき３通（昭和 36 年用、39 年用、41 年用）及び申立人の末弟が

申立人に送付したはがき２通（38 年使用、39 年使用）を新たな資料として

提出し、申立期間に係る厚生年金保険の記録訂正及び遺族年金の受給につ

いて再度申し立てしたが、当該はがきには、申立事業所に関する記載は無

く、申立人が申立期間においてＢ県Ｃ町に所在するＡ社に勤務し、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていた事情はうかがえないこと

から、申立人の妻から提出された当該はがきのみでは佐賀委員会のこれま

での決定を変更すべき新たな事情とは認めることができないこと、また、

年金制度の改正については、年金記録確認第三者委員会における調査・審

議の対象には当たらないとして、平成 24年 12月 28日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

 

５ 今回、申立人の妻は、申立人の妹の証言書を新たな資料として提出し、

申立期間に係る厚生年金保険の記録訂正及び遺族年金の受給について主張

している。 

しかしながら、商業登記簿により、申立人が申立期間の一部の期間にお

いて、申立事業所の取締役であったことが確認できるものの、申立人が申

立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事情はうかがえないことから、当該証言書のみでは佐賀委員会のこれまで

の決定を変更すべき新たな事情とは認めることはできない。 

 

６ そのほかに佐賀委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係

  



る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

なお、申立人の妻は、併せて遺族年金を受給できるように制度を改正し

てほしいと再度申し立てているが、年金記録確認第三者委員会は、年金記

録の訂正に関し判断を行う機関であり、年金制度の改正については、当委

員会における調査・審議の対象ではない。 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 4723（福岡厚生年金事案 3284の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険第３種被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年８月 11日から 42年７月１日まで 

             ② 昭和 43年２月２日から 46年１月１日まで 

             ③ 昭和 46年８月 26日から 47年 10月 16日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間に係る厚生年金保険の

被保険者種別が第１種被保険者となっていることから、第３種被保険者と

して認めてほしいとして年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったが、

認められなかった。    

    今回、私が坑内技術員であったことについて、申立期間①は同じ職場で

勤務した同僚が証明しており、申立期間②は同じ職場で勤務し、その期間

が厚生年金保険第３種被保険者と記録されている同僚が証明している。 

    また、画像診断報告書により、私が長期間にわたり坑内作業に従事して
ふんじん

いたために 粉塵 による健康障害を生じたことが証明できる。 

    さらに、長期にわたって坑内現場作業に従事してきたにもかかわらず、

申立期間に係る厚生年金被保険者の種別が第１種被保険者とされているの

は、社会保険事務所（当時）の事業所に対する指導の誤り及び長期にわ

たって確認行為が不十分だった結果によるものと考えられるので、再度審

議の上、全ての申立期間を厚生年金保険の第３種被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立人の昭和 29 年８月１日から 59 年８月１日までの期間に係る申

立てについては、ⅰ）Ａ社本社及び各支社支店に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿等によれば、申立人は、いずれも、厚生年金保険の第１種被保

険者となっており、オンライン記録と一致していること、ⅱ）申立人と同時

期に申立事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得している 860 人

について、第３種被保険者となっている者は確認できないこと、ⅲ）申立人

  



が提出した 51 年５月及び同年６月の給与明細書では、第１種被保険者に係る

厚生年金保険料が控除されており、第３種被保険者に係る厚生年金保険料は

控除されていないことが確認できること、ⅳ）Ｂ社は、Ａ社に係る社会保険

に係る関連資料は保管していない旨の回答をしていること、ⅴ）申立人と同

様に坑内業務に従事していたとして申立人が氏名を挙げた同僚２人の被保険

者種別は、第１種被保険者であることが確認でき、当時、申立事業所では坑

内作業に従事していたとする全ての従業員について第３種被保険者として加

入させていたとは限らない事情がうかがえることを理由として、既に年金記

録確認福岡地方第三者委員会（当時）の決定に基づき平成 23 年２月 10 日付

けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間①及び②において申立人が坑内作業に従事した

ことについて、同じ職場で勤務した同僚２人による証明書を提出し、申立期

間を厚生年金保険被保険者の第３種被保険者期間として認めてほしいと主張

している。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該同僚２人は、それぞれ申立

人と同じ職場に勤務していたとしているものの、いずれも当該期間において

申立人が厚生年金保険に加入していたＡ社とは別の事業所において、それぞ

れ厚生年金保険の被保険者及び共済組合の組合員であったことが確認でき、

申立人について、給与から第３種被保険者に係る保険料が控除されていたこ

とをうかがうことはできない。 

また、申立人は、提出した画像診断報告書により、長期間にわたり坑内作

業に従事していたことが証明できると改めて主張しているが、当該報告書で

は申立人の給与から第３種被保険者に係る保険料が控除されていたことをう

かがうことができないことから、今回、申立人が提出した資料は福岡委員会

のこれまでの決定を変更すべき新たな事情と認められない。 

なお、今回申立人は新たな資料として、給料支給明細書、給与所得の源泉

徴収票及び県民税・町民税特別徴収税額通知書を提出しているが、いずれの

資料も今回の申立期間のものではない上、当該資料からは給与から第３種被

保険者に係る保険料が控除されていたことをうかがうことはできない。 

そのほかに福岡委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人が厚生年金保険の第３種被保険者として、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

一方、申立人は、社会保険事務所の申立事業所に対する指導が誤っており

確認行為が不十分であったと主張しているが、年金記録確認第三者委員会は

申立期間における被保険者資格の届出又は厚生年金保険料の控除に係る事実

認定に基づいて記録の訂正の要否を判断するものであり、これと離れて社会

保険事務所の事務取扱等の適否について判断するものではない。

  

、

、



九州（鹿児島）厚生年金  事案 4724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年５月２日から 53年４月１日まで 

私は、昭和 52年５月２日から 53年３月 31 日までの期間において、Ａ職

として、Ｂ事業所で勤務した。 

Ｃ機関では、昭和 51 年４月から事業所ごとに厚生年金保険の適用事業所

とし、Ａ職を厚生年金保険に加入させることとする取扱いとなっていたが、

申立期間の記録が確認できなかった。 

私は、申立期間においてＡ職であったことは間違いないので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する人事記録から、申立人がＢ事業所のＡ職として昭和 52 年

５月２日から 53 年３月 31 日までの期間において勤務したことが認められる

ところ、Ｄ機関通知（昭和 51年５月 31日付け）及びＣ機関通知（昭和 51年

７月１日付け）により、「Ａ職」については 51 年４月１日から厚生年金の保

険適用対象となること、及び各事業所の責任者が事業主となり届出を行うこ

ととすることとされたことが確認できる。 

しかしながら、事業所番号等索引簿により、Ｂ事業所は、申立期間におい

て厚生年金保険の適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、Ｂ事業所の事業主は、関係書類は廃棄しており、保険料の控除につ

いては不明である旨を回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



九州（福岡）厚生年金  事案 4725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年８月 30日から 15年６月１日まで 

年金事務所に厚生年金記録の照会を行ったところ、申立期間についてＡ

社（現在は、Ｂ社）での被保険者記録が無いことが分かった。Ｃ社を辞め

てすぐにＡ社に入社したので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 14 年８月 30 日にＡ社に入社したと申し立てているところ、

Ｂ社が保管する平成 15 年３月分から同年５月分までの給与支給明細書及び申

立人が提出したＤ金融機関の預金取引明細照会により、申立人は、申立期間の

うち同年３月から同事業所に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、前述の給与支給明細書によると、当該期間の厚生年金保険

料は控除されていないことが確認できる上、Ｂ社は、申立人は、平成 15 年３

月から短期雇用者として勤務しており、常勤雇用となった同年６月分の給与か

ら、厚生年金保険料の控除を開始したと回答している。 

また、雇用保険の記録から、申立人は申立期間中の平成 14 年９月 18 日に

公共職業安定所に求職の申込みを行い、同年 12 月 25 日から 15 年１月６日ま

で雇用保険の基本手当を受給していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  




